
下記の委託業務について、制限付き一般競争入札（入札後審査型）を行うので、地方自治法施行令（昭和

22年政令第16号。以下「施行令」という。）第167条の6及び静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号。以

下「規則」という。）第34条の規定により公告する。 

この委託業務の入札執行等については、関係法令に定めるもののほか、本公告及び入札公告（入札後審査

型・共通事項）により行うものとする。 

令和２年９月11日 

静 岡 県 知 事 川 勝 平 太   

１ 担当部局 

〒420－8601 静岡県静岡市葵区追手町９番６号 

静岡県危機管理部危機対策課 静岡県庁別館４階 

電話番号 054－221－3593 

なお、資料及び様式の配布は全て担当部局にて行う。 

２ 競争入札に付する事項 

（１） 入札番号 

危対第137号 

（２） 業務名 

令和２年度 ふじのくに防災情報共有システム外部連携改修業務 

（３） 業務場所 

静岡県静岡市葵区追手町地内 

（４） 業務概要 

ふじのくに防災情報共有システム改修 

（５） 業務期間 

契約締結日から令和３年３月17日まで 

３ 競争入札参加資格 

（１） 次のアからキまでのいずれかに該当すると認められる者はその事実があった後、２年間は入札に参加

できない。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても同様

とする。 

ア 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して

不正の行為をした者 

イ 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しく

は不正の利益を得るために連合した者 

ウ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

エ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり

職員の職務の執行を妨げた者 

オ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

カ 落札決定したにもかかわらず、落札者側の事情により、正当な理由がなくて契約締結に至らなかっ



た者 

キ 前記アからカまでのいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に当たり

代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

（２） 次のアからキまでのいずれにも該当しないこと。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下イにおいて「法」と

いう。）第２条第２号に該当する団体 

イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下イにおいて「暴力 

団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。ウ及びオからキまでに 

おいて同じ。）である者 

ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴

力団員等である者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団 

の利用等をしている者 

オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的または積極的に暴

力団の維持運営に協力し又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

キ 暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用している者 

（３） 次に掲げる条件をすべて満たしていることについての確認を受けたものは入札に参加できる。 

ア 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開

始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申

立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

イ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という。）第167条の４の規定に該当しない

こと。 

４ 入札参加資格確認申請書等の提出 

本入札に参加を希望する者は、次により申請書等を提出すること。入札参加資格を確認したことの通知 

は、令和２年９月18日（金）までに郵送等により通知する。 

（１） 提出期間 

令和２年９月14日（月）から令和２年９月18日（金）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前

９時00分から午後４時00分まで 

（２） 提出書類 

入札後審査型様式第２号（２部（正本１部、副本１部）及び長３号封筒（簡易書留料金を含む切手404

円貼付）を併せて担当部局に持参） 

（３） 提出場所 

上記１に同じ 

（4） 入札参加資格がないと認められた者について 

入札前の参加資格確認で資格がないと認められた者の理由請求期限は、通知を受けた日から令和２年



９月25日（金）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から午後５時までに担当部局へ持参

する（様式自由）。また、このことについての回答は、令和２年９月28日（月）まで（土曜日、日曜日

及び祝日を除く。）に郵送等により通知する。 

５ 仕様書及び設計書等（以下「設計図書等」という。）について 

（１）  設計図書等に対する質問受付期間は、公告の日から令和２年９月23日（水）まで（土曜日、日曜日及

び祝日を除く。）の期間内の午前９時から午後５時までに書面持参（様式自由）により行うこと。 

（2） 設計図書等の質問への回答は、令和２年９月14日（月）から令和２年９月24日（木）までに郵送等に

より行う。 

（3） 設計図書等については、担当部局で、公告の日から令和２年９月29日（火）まで（土曜日、日曜日及

び祝日を除く。）縦覧するものとする。 

６ 登録業務 

静岡県情報システム開発等の業務の委託に係る競争入札参加資格者名簿に記載のある者のうち、以下の 

登録がある者であること。 

（１） システム分析（現状分析・問題分析、新システムの概念設計・システム化計画の作成等） 

（２） システム開発（各種システム・プログラムの設計・開発（概要設計、入出力設計、コード設計、ファ

イル設計、データベース設計、信頼性・安全性設計、プログラム設計、運用テスト等）） 

（３） システム運用・管理（ハードウェア保守、ソフトウェア保守、セキュリティ管理、コンピュータウイ

ルス対応、システム運用要員の派遣等） 

（４） ネットワーク関連（ＬＡＮ等及びその他ネットワークのシステム設計・構築・運用等） 

（５）  インターネット関連（Ｗｅｂページの作成・運用、Ｗｅｂページ作成要員の派遣、インターネット関

連システムの開発・運用等） 

（6）  データ処理（データ入力、データ集計、データ変換加工、データ入力要員の派遣等） 

７ 本社、営業所の所在地 

東海圏内（愛知・岐阜・三重・静岡）に登記簿に記載されている営業所又は支店があり、当該業種の入

札及び請負契約に係る権限等の委任を受けていること。 

８ 同種業務の実績 

平成22年度以降に都道府県における防災情報システムの整備業務を完了した実績を有すること。 

なお、建設工事共同企業体（JV）の実績の場合、本入札に参加する者の出資比率が30%（３者の場合は

20%）以上とする。 

９ 入札書 

（１） 入札書は、公告又は指名通知に示した日時までに様式第１号により作成し、封印の上、表面に「番

号、何々工事入札書在中」と明記し、裏面に入札者の住所氏名を記載して公告又は指名通知に示した日

時及び場所において入札箱に投入しなければならない。 

（2）  入札参加者は、代理人をして入札させるときは、委任状（別紙）を持参させなければならない。 



（3）  入札参加者又は入札参加者の代理人は、当該入札に対する他の入札参加者の代理をすることはできな

い。 

（4）  入札参加者は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する者を入札代

理人とすることはできない 

（5）  入札者は、その提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることができない。 

10 入札執行手続等 

（１） 入札執行日時 

令和２年９月29日（火）午後１時30分 

（２） 入札の場所 

〒420－8601 静岡県静岡市葵区追手町９番６号 

静岡県庁別館７階第四会議室Ｃ 

（３） 入札方法 

ア 入札書は持参するものとし、郵送又は電送による入札は認めない。 

イ 入札書、入札参加資格があることが確認された旨の通知書の写し及びを提出すること。 

なお代理人が入札する場合には、入札前に委任状（別紙）を提出しなければならない。 

ウ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に100分の10に相当する額を加算した金額の合計額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）をもって落札金額とする

ので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見

積った契約希望金額の100分の10に相当する金額を入札書に記載すること。 

エ 入札執行回数は、２回を限度とする。 

（４） 入札保証金及び契約保証金 

免除 

（５） 入札の無効 

本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札、入札参加資格確認申請書若し

くは入札参加資格確認資料に虚偽の記載をした者が行った入札又は庁舎等管理業務の委託に係る一般競

争契約入札心得において示した条件等に違反した入札は無効とする。 

なお、入札参加資格のある旨を確認された者であっても、入札後に行う入札参加資格の詳細な確認に

おいて入札参加資格がないと確認された者や、落札候補者が入札日以降落札決定までの間に、情報シス

テム開発等の業務委託に係る入札参加等の停止基準（令和２年２月７日施行）に基づく入札参加停止を

受けた場合には、当該落札候補者のした入札は無効とする。 

（6） 入札参加資格の確認 

ア この入札の参加希望者は、入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）を作成の上提出し、 

入札前に入札参加資格の基本的な確認を受けなければならない。また開札の結果、落札候補者になっ

た者は、入札後に入札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を提出し、入札参加資格の詳細な確

認を受けなければならない。 

イ 入札前の参加資格確認において、入札参加資格がないと認められた者に対する理由の説明 



入札参加資格がないと認められた者は、入札執行者に対して入札参加資格がないと認めた理由につ

いて、担当部局へ書面持参（様式自由）することにより説明を求めることができる。 

ウ 入札後の資料は、以下の（7）に示した開札の日から令和２年９月30日（水）まで（土曜日、日曜日及

び祝日を除く）の期間内の午前９時から午後５時までに担当部局に持参すること。 

エ 入札後の参加資格確認で資格がないと認められた者の請求期限は、通知を受けた日から令和２年10

月６日（火）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の期間内の午前９時から午後５時までに担当部

局に持参すること。 

なお、令和２年10月８日（木）までに県の回答を通知するものとする。 

11 入札後に行う審査書類の提出 

入札後に落札候補者から順に参加資格の根拠となる資料等の確認を行い、適格である者落札者として決

定する。落札候補となった者は、指定する期日までに以下の資料（添付資料含む。）を作成のうえ、指定す

る日時までに担当部局へ提出すること。 

(1) 同種業務の実績の確認（様式第３号） 

同種業務の実績として記載した業務に係る契約書の写し等、同種業務の施工実績を確認できる書類を 

添付すること。 

(２) 許可等の状況（様式第４号） 

情報システム開発等の登録の状況及び営業所等の状況を記載の上、申請書提出日時点において許可の

有効期間開始日が到来している許可通知書の写し及び受付印のある情報システム開発等の許可申請書の

様式等、東海圏内（愛知・岐阜・三重・静岡）に営業所又は支店があることを証する書類を提出するこ

と。 

(3)  入札参加資格の審査結果通知の写し 

12 落札者の決定等 

(1) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第３項及び施行令第167条の10第１項の規定により予定価 

格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。ただし、落札者であっても

契約履行可能と認められないときは、その落札は効力を失う。 

(2)  入札後に落札候補者から提出された入札参加資格確認資料を審査し、その結果、参加資格要件を満た

していると確認した場合は、当該落札候補者を落札者として決定する。参加資格要件を満たしていない

と確認した場合は、当該落札候補者が行った入札を無効とした上で、次順位者を落札候補者とし、入札

参加資格確認資料の提出を求める。なお、落札者が決定するまで順次同様の手続きを行うものとする。 

（３） 契約書作成の要否 

   要 

（４） 業務工程表の要否 

   要 

（５） 低入札価格調査制度による調査基準価格（又は最低制限価格）の設定 

   有 

13 その他 



（1） 契約手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（2） 照会窓口は静岡県危機管理部危機対策課（電話番号054－221－3593）とする。 

（3） 現場説明会は行わない。 

（4） 詳細は入札説明書による。 

（5） 申請書又は資料に虚偽の記載をした場合においては、情報システム開発等の業務委託に係る入札参加

等の停止基準（令和２年２月７日施行）に基づく入札参加停止を行うことがある。 

（6） 競争入札参加資格の認定を受けていない者も申請書及び資料を提出することができるが、競争に参加

するためには、当該資格の確認を受け、かつ、競争入札参加資格の認定を受けなければならない。 

（７） 落札決定後に入札参加停止措置があった場合の取扱いについては、以下のとおりとする。 

ア 落札決定後から契約締結までの間に落札者が静岡県から入札参加停止措置を受けたときは、当該落

札決定を取り消すことがある。 

イ 県議会の議決を要すべき契約においては、仮契約の締結前に静岡県から入札参加停止措置を受けた

ときは仮契約を締結せず、仮契約の締結後から県議会の議決前に静岡県から入札参加停止措置を受け

たときは仮契約を解除し、本契約を締結しないことがある。 

ウ ア又はイにより契約を締結しない取扱いとした場合については、県は一切の損害賠償の責めを負わ

ないものとする。 


